農地法第４条、第５条許可申請に必要な書類
●必ず必要な書類(面積４ｈａ以上は各１部追加)
	№
	書　類　名
	必要
部数
	説　　　明

	　１
	許可申請書１枚目
	２
	佐野市のホームページからダウンロードできます

	　２
	許可申請書２枚目
	１
	佐野市のホームページからダウンロードできます

	　３
	土地全部事項証明書

(土地登記簿謄本)
	１
	原本提出

	　４
	事業計画書
	１
	別紙により６項目について明らかにする（佐野市のホームページからダウンロードできます）土地の選定理由は重要

	　５
	位置図
	１
	縮尺25000分の1程度、作成者の印を押印

	　６
	案内図（周辺見取図）
	１
	縮尺3000分の1程度、作成者の印を押印

	　７
	公図の写し
	１
	申請地及び申請地に隣接する土地の地番、地目、地積、所有者を明記し、転写年月日と転写者の氏名押印

	　８
	土地利用計画図（配置図）
	１
	縮尺500分の1程度、申請地のどの部分をどのように利用するのか明記

	　９
	資金証明（残高証明書・融資証明書）
	１
	すべての申請について必要（原本提出）


●場合により必要な書類

	№
	書　類　名
	必要

部数
	説　　　明

	１０
	委任状及び確認書
	１
	本人以外が申請する場合

	１１
	法人現在事項全部証明書

(法人登記簿謄本)又は　　　　　法人の定款の写し
	１
	譲受人（借人）が法人の場合（謄本は原本提出）

	１２
	給排水計画図
	１
	給排水がある場合（給水管図、排水管図（放流先まで）、雨水の処理方法を明記）

	１３
	浄化槽の構造図
	１
	排水処理計画が浄化槽の場合

	１４
	浸透装置の構造図
	１
	排水処理計画が浸透の場合

	１５
	排水放流同意書
	１
	水路、排水路、道路側溝、河川等

	１６
	他法令の許認可書の写し又は手続き状況を証する書面
	１
	他の法令（都市計画法、農振法、道路法、土砂条例　等）に該当する場合

	１７
	土地改良区の承諾書
	１
	申請地が土地改良区にある場合

	１８
	農地転用同意書
	１
	申請地に仮登記、地上権などの権利が設定されている場合

	１９
	土地利用(開発)同意書
	１
	申請地以外の土地を利用する場合

	２０
	特定図
	２
	分筆していない場合（分筆登記申請に添付する測量図と同等の精度のもの、所有権が移転する場合は分筆を要す）

	２１
	農地への復旧計画書
	１
	一時転用の場合

	２２
	工事請負契約書
	１
	工事による一時転用の場合

	２３
	工事工程表
	１
	工期が１年以上の場合、工事による一時転用の場合

	２４
	住民票、戸籍謄本等
	１
	申請人の現在の住所と土地全部事項証明書の氏名、住所が異なる場合


●転用目的により必要な書類
	転用目的
	書　類　名
	必要

部数
	説　　　明

	住宅等建築物
	建物の平面図
	１
	建築面積がわかるもの、作成者の印を押印

	
	建物の立面図
	１
	建物の高さがわかるもの、作成者の印を押印

	農地改良

(届出で済む場合あり)
	縦横断図
	１
	施工前、施工後を明記、作成者の印を押印

	
	土砂搬入元の証明書
	１
	土砂の種類、

	植林
	理由書

（事業計画に明記してもよい）
	１
	植林をすることがやむをえないと認められることが必要であり、次のことを明確にする必要があります。

①その土地に農作物を栽培することが、土地、周囲の状況、その他の自然条件等から見て困難であること。

②申請者の年齢や後継者の有無、借り手の有無等から判断して植林することがやむをえないこと。

	
	苗木の購入先のわかる書類
	１
	購入先、単価、本数を明記

	
	植林計画
	１
	どのような間隔で植えるのか明記

	
	隣接地権者・小作者からの同意書
	１
	植林をすることによって日照に影響がある隣接地権者・小作者からの同意書

	駐車場
（参考：駐車場の設置に係る資料）
	・決算書等
・理由書

（事業計画に明記してもよい）
	１
	転用行為の必要性を判断するにあたり次のことを明確にしてください。

①立地条件：周囲の状況等から判断して、営業用駐車場、来客用駐車場等の目的に適合し、効率的な利用が可能な場所であること。

②申請人の職業、業務との関連性

③現在の置場等の面積及び利用状況

④必要とする理由の具体的根拠

⑤現在の事業所等との位置関係

⑥申請地の具体的な利用計画

	資材置場
（参考：資材置場の設置に係る資料）
	・決算書
・理由書

（事業計画に明記してもよい）
	１
	転用行為の必要性を判断するにあたり次のことを明確にしてください。

①申請人の職業、業務との関連性

②現在の置場等の面積及び利用状況（特に、過去に転用許可を受けた置場がある場合には、その利用状況）

③必要とする理由の具体的根拠

④現在の事業所等との位置関係

⑤申請地の具体的な利用計画

	太陽光発電設備
	・経済産業省の認定状況が確認できる書面の写し
・事業者と小売事業者の間で交わされた契約書の写し
	1
	転用目的の確実性を明確にしてください。
（添付資料例）

「再生可能エネルギー発電事業計画の認定について（通知）」又は申請受付又は承諾済みであることが確認できる書面（マイページのハードコピー等）の写し

	
	・電力会社との接続の同意を証する書類の写し
	1
	・「接続契約のご案内」
・「託送供給の承諾のお知らせ」等

	
	売電シミュレーション
	1
	発電量、価格、20年程度の収支が分かるもの
パネルの規格が分かる資料（カタログ等）も添付


●転用目的により必要な書類
	転用目的
	書　類　名
	必要

部数
	説　　　明

	営農型太陽光発電設備
	太陽光発電設備に関する書類
	1
	前ページ太陽光発電設備必要書類参照

	
	下部農地における
営農計画書
	1
	営農者の情報、栽培計画を記載

	
	下部農地における営農への影響見込みについて
	1
	下部農地における太陽光発電設備設置の影響見込みについて記載
支柱の高さや遮光率を記載

	
	栽培予定作物について知見を有する者の意見書
	1
	栽培予定作物について、収穫の見込みはあるのかどうか。
申請の裏付けとなるような資料の添付

	
	地域で栽培されていない農作物又は生育に時間の要する作物を栽培する際の理由書
	1
	場合により必要
作物の選定理由や収穫見込み、知見を有するものからの意見・指導の体制等

	
	撤去費用の誓約書
	1
	撤去費用の負担と毎年の実績報告提出の確約

	
	栽培実績及び収支
報告書の提出に係る誓約書
	1
	

	その他
	その他転用目的により追加書類が必要になる場合があるため、
農業委員会事務局にご確認ください。


そのほか、転用目的や転用面積により、その裏づけとなる書類が必要となる場合がありますので、提出を求められたときは、速やかに提出してください。

申請書は、毎月1日(土、日、祝日のときはその後。変更になる月もありますので、ホームページなどをご覧ください。）締切です。締切までに提出されていても、書類不備、補正などがありますと翌月扱いになることがありますので、早めの事前相談、事前審査等をされますようお願いいたします。
許可書が交付されるまでの日程は、概ね下記のとおりとなっています。(書類に不備、補正がなかった場合)
	日付
	随時
	1
	2～17
	18
	18～21
	24
	28
	29以降

	内容
	事前相談

事前審査
	締切
	書類審査
各課協議
	議案確定
送付
	農業委員

現地調査
	農業委員会
総会
	栃木県

農業会議
	許可書交付


ご不明な点は下記にお問い合わせください。
〒327-8501　栃木県佐野市高砂町１番地　佐野市農業委員会事務局　農地調整係


Tel　０２８３－２０－３０５９　　　Fax　０２８３－２０－３０２９








